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序章 海外子会社の進化について  
 











か に 海 外 に 移 し 活 用 で き る か と い う こ と を 議 論 し た 。 Bartlett and 
Ghoshal(1989)や Hedlund(1986)らは、多国籍企業のグローバル組織体制を議論
した。Poynter and White(1985)、Bartlett and Ghoshal(1989)、 Jarillo and 
Martinez(1990)、 Taggart(1998)らは子会社の類型について議論した。 Doz, 






















































































































 最後に、それらの検討から、本研究の分析枠組を提示する。  
 
 
第１節 企業における進化とは  
 










































                                                   



















た 2。  
 









                                                   





































































ことであり、それを子会社の進化とよんだ 6。  
 
 
































ものが、Birkinshaw and Hood (1998)であり、子会社のケイパビリティの蓄積が
チャーターの獲得・促進をもたらし子会社の役割を変化させた時に、その子会社
は進化したという。よって、本研究では海外子会社の進化の定義については、







































 そこで本研究では、以下のように、子会社研究について整理して議論を進める。  
 
1. 1960 年代～1970 年代の親会社が中心になった多国籍企業研究  
2. グローバル経営組織の中での海外子会社に関する研究の潮流  
3. 海外子会社の類型についての研究の潮流  
4. 海外子会社をめぐる外的ネットワークについての研究の潮流  
5. 海外子会社の進化についての研究の潮流  
6. 2000 年以降に議論された海外子会社の新たな役割についての研究の潮流  
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3. 海外子会社の類型についての研究の潮流  
 







3.1. Poynter and White(1985)  
 
彼らは、子会社戦略を製品政策の自由度、市場の拡散度合い、付加価値創造の




























3.3. Jarillo and Martinez(1990)  
 
彼らは、グローバル統合・現地適応の観点から子会社の役割を自立的子会社
(Autonomous Subsidiary)、受容的子会社 (Receptive Subsidiary)、活動的子会社




る子会社である。彼らは、それは Bartlett and Ghoshal(1989)の主張したマルチ
ナショナル型と同義と考えている。活動的子会社とは、現地化も進み本社との統






社、活動的子会社、自立的子会社、静止的子会社 (Quiescent Subsidiary)の 4 つ
に分類した。Jarillo and Martinez(1990)は、比較的大規模で成功した企業のみを

















































































































































その変化の有り様を 5 つのプロセスに分けて分析した。  
 
5.5. Delany(2000)  
  
彼は、アイルランドの外資系企業 28 社に対するインタビューの結果、海外子
会 社 に 与 え ら れ る 権 限 と 任 務 (Mandate) に 基 づ き 、 3 つ の 段 階 (Basic, 
Intermediate, Advanced)と 8 つのサブカテゴリーを「ステージ」としてその発展
モデルを示した。  
“Basic Mandate”は、子会社設立時の Stage1 をスタートとし、任務を満足
に遂行できる Stage2 を経て、与えられた任務を“Superior”に達成できる Stage3 
                                                   









戦略的に重要な任務への拡張に取り組む Stage5 が該当する。  
そして、“Advanced”の段階では多国籍企業において戦略的な重要性を持つ。
この段階には、１つの“Mandate”についての多国籍企業全体における戦略拠点
となる“Strategic Centre”としての Stage6 から、１つの業務領域の損益計算
を管理する“Strategic Pivot”としての Stage7 と、主要な意思決定を独立的に
行う“Strategic Apex”となる Stage8 が含まれる。  
 
5.6. Ambos, Andersson and Birkinshaw (2010), Ambos and Birkinshaw (2010) 




















Johanson and Vahlne (1977)が主張するように、最初は販売子会社であったもの
が、製造会社になっていく。あるいは、Delany(2008)が主張する各々のステージ
が上がっていくということになるのであろう。  























6.2. Frost, Birkinshaw and Ensign(2002)  









































 次に、子会社の類型についての研究が多く出された。それらは、Poynter and 









Doz, Santoz, and Williamson(2001) の 「 メ タ ナ シ ョ ナ ル 経 営 」、 Frost, 







































1. Birkinshaw and Hood (1998)  
 







図 1  海外子会社役割進化モデル  
 











以下 SDR）、④親会社主導の撤退（Parent-driven divestment、以下 PDD）、⑤





図 2 チャーターとケイパビリティの変化から見た海外子会社の進化  
 







ここで、本研究では、Birkinshaw and Hood (1998)について、以下の点につい
て指摘を試みたい。  
 




























1.2. 進化をめぐる因果関係について  
 
Birkinshaw and Hood (1998)が示す図１では子会社の役割が決まり、図２では
                                                   
8 原文では  The visible manifestation of the subsidiary’s role in the MNC is its 











1.3. 図１における子会社の役割の決まり方について  
 




















1.4. 親会社が関与する子会社のケイパビリティの蓄積について  
 





























1.6. 親会社が子会社の役割を認識するプロセスについて  
 




































 以下、本研究と関連性がある折橋 (2008)、椙山 (2009)、大木 (2014)、多田 (2014)



































































































































5. 多田 (2008、2014)  
 













表 2  海外子会社の製品開発成果のフェーズ  
フェーズ 1 海外子会社が、現地市場へ本国親会社製品を改良し導入する段
階  
フェーズ 2 海外子会社が、現地市場へ自主開発製品を導入する段階  







まず、1973～74 年の時期はフェーズ 1 とした。日本コカ・コーラ社は、本国
親会社製品を改良して果実飲料 HI-C を日本市場へ導入した。1975 年にはフェー
ズ 2 の製品開発成果を生成した。同社は、1975 年に缶コーヒー飲料ジョージアを
自主開発して日本へ導入したのであるが、「缶コーヒーはアメリカでは理解できな
い飲み物」として本国親会社は強い反対を行った。このようにフェーズ 2 に進行





へ投入し、再びフェーズ 2 となった。  
43 
 







年には、Qoo はドイツとアジア 8 ヶ国に導入され、ジョージアはバーレーン、イ






















第４節 本研究における分析フレームワークの提示  
 
 
 今まで、Birkinshaw and Hood(1998)を出発点に、その後に、発表された折橋
(2008)、椙山 (2009)、大木 (2014)、そして多田 (2008, 2014)の研究で論じられてき
た子会社進化について見てきた。まず、Birkinshaw and Hood(1998)の提示した
フレームワークからは折橋 (2008)、椙山 (2009)、大木 (2014)、多田 (2014)を考え
た場合に、何が明らかにされ、何がまだ明らかにされていないのかを考える。  
 その議論から、本研究の分析フレームワークを提示する。  
 




































2. 本研究の分析フレームワークの提示  
 




























































第２章 キッコーマンの米国子会社（群）の進化  
 

















品開発を行うため R&D 会社（2 社）を設立した。  
 茂木 (2013)は、「現在のキッコーマンは売上げの 4 割以上を海外で稼いでいる。
そのうち 8 割近くが米国だ。営業利益で見ると 6 割以上が海外でうち 7 割近くが
















1. キッコーマンの設立と第二次世界大戦までの動き  
 
1.1. キッコーマンの設立と海外展開前史  
 
キッコーマンは 1917 年、茂木・高梨一族を始めとする 8 家の醸造家が合同し
て設立した「野田醤油株式会社」に始まる。同社は当初、「亀甲萬」という商標と
使っていたが、1927 年からカタカナでキッコーマンと表記するようになった 2。 
同社は、第二次世界大戦前から海外での事業に取り組んできた。ただし、その







1.2. 第二次世界大戦後のキッコーマン  
 
 キッコーマンは 1949 年に東京証券取引所に上場する。そして、1949 年から戦
後初の対米輸出が再開された。その背景には日系米国人の中に、しょうゆの輸入
                                                   



























 多角化については、昭和 30 年代に入ると、吉幸食品工業（現日本デルモンテ）
や勝沼洋酒（現マンズワイン）を設立した。また、しょうゆの発酵過程でできる
たんぱく質分解酵素を医薬品原料として販売し始めた。  
                                                   
3 当時、配給用のしょうゆの窒素分は 0.7％に達していないものが多かったが、輸出
分は窒素分が 1.3％以上と決められた。  
4  茂木 (1983)は、一人当たりのしょうゆの消費量は約 10 リットルとし、それは 1983
年時点でも変わらないとしている。  
5 しょうゆ情報センターのデータによれば、国内出荷のピークは 1973 年の 1,294 千






うゆを供給したのである。1938 年から 1941 年までの輸出量は以下の通りである。 
 
表  1  第二次世界大戦以前の仕向地別輸出（単位：ｋｌ）  
  
  
1938 年  1939 年  1940 年  1941 年  
昭和 13 年  昭和 14 年  昭和 15 年  昭和 16 年  
米国  3,024 3,680 2,367 1,280 
（米本土） 1,500 1,951 1,217 418 
（ハワイ） 1,524 1,729 1,150 862 
カナダ 113 146 90 31 
フィリピン 358 472 335 189 
中国  3,324 3,956 3,335 2,732 
その他  526 571 605 531 
合  計  7,345 8,825 6,732 4,763 
（出所）社史より筆者作成  
 














表  2 全しょうゆの輸出量とキッコーマンの輸出実績  
  
  
1949 年  1950 年  1951 年  1952 年  1953 年  1954 年  1955 年  
S24 年  S25 年  S26 年  S27 年  S28 年  S29 年  S30 年  
総輸出量（kl） 1,160 1,324 2,348 1,936 1,465 1,725 1,622 
キッコーマン輸出量
（kl） 
900 1,200 1,500 1,200 1,100 1,400 1,300 













から 2 世へ世代交代が進んだ時代であり、1 世だけの 1 人あたりの年間消費量は





                                                   
6 新井 (2010), p.200。  
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3. 販売会社の設立  
 
 太平洋戦争前、北米に輸出されるキッコーマンのしょうゆは主として、JFC 




















拓、商品・レシピ開発、宣伝という 3 つの視点から見て行く。  
 
3.1. 販売ルートの確立  
 


















































                                                   






























                                                   





























                                                   
10 横江 (1989), p.70。  
11 同、p.103。  




うゆの代名詞になったのは、1980 年前後と見ている。  
 
3.4. 販売網の拡大  
 






































表  3 キッコーマンの米国向け輸出量  
年  1966 年  1967 年  1968 年  1969 年  1970 年  1971 年  1972 年  










                                                   
13 茂木 (2013), p.128。当時の茂木の役職は、管理課企画主任であった。  
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8,000 キロリットル、テリヤキソース 900 キロリットル）であり、「これぐらいな
                                                   
14 当時のアメリカ政府は「バイ・アメリカン政策」を採っており、政府機関は「Product 
of USA」と認定されないものは購入していなかった。  
15 山下 (2013), p.27。  














5. 生産：第二段階（本格的現地生産の開始）  
 
5.1. 生産拠点の決定  
 














                                                   
18 茂木 (2013), p.94。  






いうことを最も重視するようになった 21。  
 
 KFI の経営成績であるが、創業初年度の 1973 年 8 月期は 6 月操業なのでその
年の売上げはほとんどないので赤字になることは分かっていた。次年度の 1974
年 8 月期は、石油危機の影響をもろにかぶって赤字であった。しかし、1974 年後
半から徐々にしょうゆは売れ始め、1975 年 8 月期は初めて単年度黒字となり、
1977 年 8 月期に累損一掃した。当初の予定では 5 年間で累積赤字を一掃すると
いうものであったが、実際には 1 年の前倒しの 4 年間で累積赤字は一掃された。 
 






16 人で、うち 8 人が技術指導員）がつきっきりで指導することになった。そして、
その中で優秀な社員をフォアマンやワーキング・リーダーに登用した。それら 8






                                                   
20 茂木 (2013), p.104。  








いる」 22という。  
 












5.4. 生産規模の推移  
 
1973 年の操業は半年間だけで出荷量は 2,000 キロリットルにとどまったが、操
業 2 年目には 7,200 キロリットルを、4 年目の 1976 年には 9,100 キロリットル
を超え、最初の設備拡張を行った。引き続き 1978 年と 1979 年には設備拡張が行
われ、操業開始から 7 年で年間生産量は 1 万 5,800 キロリットルを上回った。こ
の生産規模は他の国内メーカーと比較しても上位に入るものであった。  
                                                   
22 『Forbes Japan』2007 年 7 月号。  





ばした。1979 年の設備増強で年産能力を 1 万 8,000 キロリットルとしたが、1983
年には出荷量は 2 万キロリットルを突破するにいたった。1980 年代前半には家庭
用市場でトップのシェアを占めるようになっていた。  




年代に入ってKFIの出荷量は年に 5,000 キロリットルのペースで増え、1993 年に
は 6 万 1,000 キロリットルを記録した 25。  
 
KFI の生産品目はしょうゆとテリヤキの 2 品目であったが、減塩しょうゆであ
る「ライト・ソイソース」、肉・野菜炒め用ソースの「ステアフライ・ソース」な
ど商品展開し、1993 年には 12 品目の製品を生産していた。1994 年にはそれらに
加えて、みりん風調味料「キッコーマンこってりん」も発売した。そして、1990
年代には、出荷量が伸びる中で業務用のウエートが高くなり、1993 年には出荷量
の 50％を超えるまでになっていた。  
 





スコへはトラックで 4 日、鉄道で 8 日かかる。また、流通コストも検討要因にな
ってきた。ビジネスチャンスにフレキシブルに対応する小売店などが輸送日数に
                                                   
24 横江 (1989), p.16。  
25 年間 6 万キロリットルを上回る出荷量は、キッコーマンの国内工場、ヤマサ醤油




討された。なおその背景には、コンペティターの動きもある。1993 年 7 月に、ヤ
マサ醤油が、サンフランシスコに 1 日で配送できるオレゴン州セーラム市での工
場建設に着手した。そこで、1996 年、サンフランシスコに第 2 工場を建設し稼働
をスタートさせた。  
2013 年には両工場合せての生産能力は 140,000 キロリットルとなっている 26。
2015 年 3 月期の両工場の生産能力は、ウィスコンシン工場が 118,000 キロリッ
トル、カリフォルニア工場が 23,500 キロリットルとなっている。  
 





初の約 150 名と比べてもそれほど増えていない 27。  
 
 
                                                   
26 茂木 (2013), p.127。  






















7. 現在の米国の子会社と親会社との関係について  
 
7.1. 現在の親会社と子会社の関係  
 
キッコーマンの米国展開を以上のように分析してきたが、現在、親会社と米国
にある 4 つの子会社の関係は次のようになっている。  
                                                   
28 キッコーマン・コーポレートコミュニケーション部へのインタビュー (2014 年 2
月 21 日 )。  
29 同上。  
30 『Forbes Japan』2007 年 7 月号。  
31 キッコーマン・コーポレートコミュニケーション部へのインタビュー (2014 年 2
























                                                   
32 2007 年当時は、アメリカの子会社は 3 社で、まだ USA R&D ラボラトリーは設立
されていない。  
33 『Forbes Japan』2007 年 7 月号。  





























                                                   
35 Deshpande and Hogan(2005), p.1. 




上目標は管理している」 37と語っている。  
  
7.3. 現在のキッコーマンにおける米国子会社の位置付け  
 
 2015 年 3 月期の売上高は 371,339 百万円で、海外売上高はその 55％である。
営業利益は 25,370 百万円で、海外の割合は 81％を占める。今回とりあげた米国
の売上高は 153,521 百万円であり、キッコーマン全体の売上高の 41％を占め、営
業利益は 54％を占める。  









                                                   






















表  4 キッコーマンのアメリカ子会社群の進化  
時間軸  進化の内容（新しい役割）  決定主体者  
T(0) 1949 年  第二次世界大戦中に中断していたアメリ
カへの輸出を再開。  
本国親会社  
T(1) 1957 年  販売会社をサンフランシスコに設立  本国親会社  
T(2) 1968 年  部分的現地生産を開始  本国親会社（茂木） 
T(3) 1971 年  製造会社をウィスコンシン州に設立  本国親会社（茂木） 
T(4) 1984 年  商品開発会社をイリノイ州に設立  本国親会社（茂木） 






































































図  4 キッコーマンのアメリカ事業における茂木の関わり  
 









































第３章 ダイキン工業の中国子会社（群）の進化  
 




メーカーである。2015 年時点では、世界 145 ヶ国で事業展開し、生産拠点はグ
ローバルで 82 ヶ所を数えている。従業員は 5 万 9 千人を数えるが海外従業員比
率はその約 8 割を占めている。2015 年 3 月期の売上高 19,150 億円のうち、海外
空調分野は 12,975 億円（68％）、国内空調分野は 4,134 億円（22%）、フッ素化














                                                   
1 ダイキンの事例に関する主たる出所は、ダイキン工業編纂（2006）『世界企業への
道  ダイキン工業 80 年史』である。以降、これを本研究では社史と称し記述する。
それ以外の出所については都度明記する。  

























日本 ヨーロッパ 中国 アメリカ その他（亜、中近東、ｵｾｱﾆｱ、ｱﾌﾘｶ） 
2015年度（見込み） 
日本 ヨーロッパ 中国 アメリカ その他（亜、中近東、ｵｾｱﾆｱ、ｱﾌﾘｶ） 
18,420 億円  









20 年後の 1995 年にスタートした。しかしながら、2014 年度の空調事業の売上高















1. 中国に進出を決定するまで  
 
1985 年から中国の 3 ヶ所に技術供与をおこなっていたが、1990 年に契約が終
了した。ココム規制違反事件から中国との取引を自粛していた時期もあった。そ
のため、中国向け販売を再開したのは、1990 年中頃になってからである。  
1990 年代に入って以降、中国市場は著しく高い成長率によって今後の世界市場
                                                   
4 『日本経済新聞』2015 年 1 月 9 日。  















































るものは中国で生産するということになる 7。  
 
 
2. 中国での事業スタート  
 






                                                   
6 井上は、「経営は六分四分の理があればよい」と言い、「理」が 6 分程度でも、皆の
納得感さえ得られれば、後は走りながら軌道修正をすれば良い、としている（日経ビ
ジネス、2005 年 6 月 27 日号）。  
7 ダイキン広報グループへのインタビュー（2015 年 6 月 17 日）。  
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2.1. 上海大金協昌空調有限公司（上海大金空調有限公司）の設立  
 
1995 年、ミシン・メーカーである上海協昌と合弁会社、上海大金協昌空調有限
















                                                   
8 井上 (2008), p.155。  
9 井上 (2011), p.59。  












な品質管理の維持の手法は「中国ならでは」のものと考えられている 12。  
 
上海大金の初年度の 1997 年の売上高は 26 億円であり、2000 年の売上高は 72
億円、2001 年には 120 億円となった。2 年目には単年度での黒字を実現した。3
年目には累積損失を一掃した。以来、売上高に対する税引き前利益率は 4 年連続
して 20％を超えている。2003 年時点では、これまでの総投資額 75 億円に対して、
黒字の累積が 100 億円を超えている 13。このように上々のスタートをした。  
また、生産機種については、当初から生産していた天井埋め込みカセット型に
加えて、1998 年 3 月からはルームエアコン“三冠王”の生産を開始した。さらに、








                                                   
11 『日経ビジネス』2003 年 3 月 17 日号。  
12 ダイキン広報グループへのインタビュー（2015 年 6 月 18 日）。  



















そうした経緯を踏まえ、1996 年 8 月、西安大金慶安圧縮機有限公司が、業務用
空調機スクロール圧縮機の生産および販売を行う企業として設立された。資本金 
2400 万米ドルで、ダイキン側が 51％、慶安側が 49％の出資を行い、薫事長は慶
安から、総経理はダイキン側から就任した。  
 




                                                   
14 大手家電メーカーA 氏コメント（2015 年 6 月 1 日）。  
15 大手家電メーカーA 氏によると、例えば中国ではテレビ完成品を生産する子会社
とその主要部品を生産する子会社は別々の認可となり、別法人になったという（2015





















行っていた三石集団有限公司と交渉に入り、1997 年 3 月に、恵州大金三石空調有


















括会社の誕生まで待つ必要があった 16。  
 
 






3.1. 選択と集中  
 









                                                   
16 高橋 (2005), p.46。  
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開する方針については、井上 (2008)は、「衆議独裁」で決めたと記述している。  
                                                   
17 ダイキン広報グループへのインタビュー（2015 年 6 月 18 日）。  
18 同上。  















ポイントになることが明らかになった 21。  
 











の」ということを意味する。ダイキンは 2006 年 1 月にこの中国馳名商標を獲得
した。日本企業で馳名商標の認定を受けたのはダイキンを含め 6 件だけしかない。
中国政府にブランドとして認められた事もシェアの拡大を後押しした 23。  
 
                                                   
21 高橋 (2005), p.19。  
22 『日経ビズテック』2005 年 04 月 26 日号。  
23 井村 (2013), p.166。  
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そこでまず、市場として有望視されていた華南地域をターゲットに 1997 年 5
月に広州大金空調有限公司がダイキン香港の 100％子会社として設立され、華南
地域の販売･サービス網の構築と現地生産品･輸入品の販売を担うこととなった。
華南地域の設備業者の開発は 1996 年までに 14 店だけだったが、それを 2000 年
までに 200 店にまで増やそうという計画を持っていた。また、特約店も 1996 年








実、発展途上の内陸部では低価格商品を中心に供給している 24。  
 





                                                   
24『産経新聞』2014 年 2 月 13 日。  
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情報を十分に把握できない問題を抱えていた 25。  
そこで、ダイキンは、日本から営業のベテランを数多く派遣し、設備代理店、
オーナーなどきめ細かい営業活動も展開し、自前の販売網を開拓していった。そ












大金に研修センターを作り、2002 年には 40 日間の研修会を 30 回以上開催し約
400 人が受講している。ここでダイキン側は販売特約店に対し最新技術や納入事
例を紹介し、販売特約店からは有望な販売ルートや地域密着の情報を得ることが
できるという、お互いに利益を確保できるやり方を構築した 26。  
 





                                                   
25 高橋 (2005)は、卸会社を通すと必ずと言って良いほど不正が起こり、手形払いに
なる場合は手形決済日まで心配がたまらないとコメントしている。  
26 高橋 (2005), p.38。  











2001 年 9 月、全額出資の大金（中国）投資有限公司を設立した。資本金 3000 万
米ドルであった。設立時の従業員数は約 1000 名で、空調機とフッ素を合わせた
売上高は 242.2 億円で、連結売上高の 4.5％、海外売上高の約 14％を占めていた。  
 














②  ダイキン・グループ全体として企業 PR がしやすくなるとともに、中国政
                                                   











4.2. 統括会社の事業拡大  
 











成などが地域に制約されずに全国展開できるようになった 29。  
 
 
5. 中国におけるさらなる事業の拡大  
 
5.1. 新生産拠点の設立  
                                                   














かない状態であった。 そこで、2003 年 7 月、大金総合空調（上海）有限公司と
大金中央空調（上海）有限公司を上海大金の敷地内に設立した。前者は、資本金
が 1870 万米ドル（ダイキン 80％、大金〈中国〉投資有限公司 10％、上海大金
10％）で、2005 年の従業員が約 400～700 人 30で、業務用パッケージエアコン、
ビル用マルチエアコン、ルームエアコン（中大型機種）の生産会社であった。後
者は、資本金 1840 万米ドル（ダイキン 90％、大金〈中国〉投資有限公司 10％）














員は約 1200 人を超えた。また、同じ敷地には、2004 年 9 月に、大金電器機械（蘇























同期比 1.5 倍売れた。  
また、井上 (2013)は、「製造業の生命線は高い技術力を保持することにある。し
                                                   
31 ダイキン広報グループへのインタビュー（2015 年 6 月 18 日）。  
32 『日経ビジネス』2011 年 7 月 11 日。  







5.2. R&D センターの開設  
 
中国事業の次のステップとして、ダイキンは空調分野の技術開発を加速させる



















                                                   
34 2015 年 9 月 7 日に、統括会社である大金（中国）投資有限公司に駐在経験のある



























2012 年のインタビューで、井上は以下のように語っている 35。  
 
 うちは今、世界に約 60 ヶ所の工場を持ち、約 90 ヶ国で販売しています。それ
                                                   





























てきた。1995 年からスタートした中国事業は 2014 年度には 3,230 億円になろう
                                                   





























                                                   
37 『日経ビジネス』2005 年 6 月 27 日号。  








7. ダイキンの中国事業の成功の要因  
 
 まず、ダイキンの中国における空調事業がスタートしてからどのぐらい伸長し
たのかを下記の図で見てみよう。初年度の 1997 年度が 131 億円であるのに対し、
2015 年度（見込み）は、3500 億円とされており、約 27 倍に伸びている。  










                                                   
39 『日経産業新聞』2008 年 9 月 1 日。  
























































































































































表 1  ダイキンの中国子会社群の進化  
時間軸  進化の内容（新しい役割）  決定主体者  
T(0) 1995 ～




T(1) 1997 年  北京事務所設立（政府渉外機能などあるが華
北地域の実質的な営業拠点）  
本国親会社  










T(3) 2003 年  北京市の清華大学内に「清華―ダイキン R&D
センター」を設立  
T(4) 2008 年  珠海格力電器との提携  




































ら T(5)時と整理したが、実際にどのように進化したのかを考えたい。  
 





























































































第４章  マレーシア松下 (Malaysia Matsushita, 略称 MELCOM)の進化  
 
第１節 子会社のケイパビリティを考慮した親会社主導の子会社進化  
 
 本研究では、日本に本社がある松下電器産業 1の海外子会社であるマレーシア




の大きな事業内容の変化があった松下の海外子会社は稀であったという 3。  














                                                   
1 松下電器産業は 2008 年にパナソニックと社名を変更したが、本研究では松下と統
一して表記する。  
2 同社は 2005 年に Panasonic Manufacturing Malaysia Berhad（略称 PMMA）と
社名変更をしているが、過去の歴史から同社を考察するため、本研究では MELCOM
と統一して表記する。  


























1.2.  ミニ松下の特徴  
 
上記のような背景からミニ松下は設立されたわけだが、より理解を深めるため
                                                   
4 本研究で松下と表記した場合は、松下電器産業全体を指す。  
5 松下電器産業社史室 (2008), p.121。  
6  同上、p.125。  
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ミニ松下と、事業部が主管する単品会社の 2 つの種類の製造会社が存在した。  
 第 4 点目の特徴は、ミニ松下に対する松下内部の上位組織である。ミニ松下の
上位組織は松下本社 9である。ミニ松下の社長およびミニ松下の本社組織の各職
                                                   
7 吉原（2011）および複数の元松下幹部へのインタビュー（2012 年 4 月 8 日、5 月
19 日）を筆者がまとめ記述。  




























                                                                                                                                                     
であったが、その名称も変遷しているため、本研究では松下本社と統一して表記する。 
10 松下電器貿易は 1988 年に松下電器産業に合併された。その後、旧松下電器貿易の
組織は地域本部と称され、松下の本社組織の一部であった期間が長かった。従って、
本研究では 88 年以降の現地販売会社の上位組織は本社ということで統一した。  










図  2 ミニ松下と単品会社の関係イメージ図  
 
（出所）複数の元松下幹部へのインタビューをもとに筆者作成 13 







2.  MELCOM の設立とその経営的特徴  
 











わり、1987 年にはガスクッカー、換気扇、ホームシャワーの生産も始まった。  
1988 年には日本向けの自動アイロンを初輸出したが、それまでの対象とするマ
ーケットは自国のマレーシア市場であった。  
 設立してから約 10 年後の 1977 年には生産販売額は 10 倍となり、従業員数は
4.2 倍になった。1995 年にはマレーシア初のノンフロン冷蔵庫を発売し、掃除機




                                                                                                                                                     
13 図 2 の MAICO 社とはエアコン事業部を親事業部に持つ輸出専門会社である。創
業と同時に、日本、インドネシア、オーストラリア、南アフリカなどへエアコンを輸
出した。  
























業界団体と交渉しなければならない時は、MELCOM がその中心となった。  





















期待されたのである。関税撤廃については、原加盟 6 ヶ国は、2002 年までに域内
の最終関税率を 0～5％にすることを決定した。さらに、2008 年には原産地規則
が変更され、最終組み立てさえ行えばASEAN原産地基準を得ることになり、域内












                                                   








 以下述べる MELCOM の構造改革は AFTA の影響を強く受けている。  
  
 

















1988 年、テレビ事業部は、マレーシアにMTV（Malaysia TV） 18を設立した。
                                                   
16 元松下幹部へのインタビュー（2012 年 4 月 4 日）。  





























                                                                                                                                                     
18 現社名は Panasonic AVC Networks Kuala Lumpur Malaysia SDN. BHD. (略称は
PAVCKM)。  

















3.2.  白物（洗濯機、冷蔵庫）事業の撤退  
 
 次に、MELCOM の洗濯機・冷蔵庫事業の撤退事例について論じる。冷蔵庫は、








であったが、2000 年 3 月に上場が廃止され、松下の完全子会社になり、松下ホー
ムアプライアンス社の傘下に入った。それにともない、松下ホームアプライアン
ス社傘下のタイの海外子会社も統合された。2005 年まで、タイにおける松下ホー
                                                   






プライアンス・タイランド社 (PHAT 社、Panasonic Home Appliance Thailand)











げ の 影 響 な ど で 市 場 価 格 が 下 落 、 マ レ ー シ ア の 労 働 賃 金 も 上 昇 し た た め





う 25。  
 一方、マレーシアの国内市場を担当する松下の販売会社が、白物を代表する製
品と言うべき、洗濯機・冷蔵庫を失うわけにはいかない。そこで、松下本社は、
                                                   
21 朴・天野・宋・福澤（2011）は、韓国の FTA 政策が韓国企業のグローバル戦略と
高い補完性を持つ可能性が高いことを示唆している。  
22 元松下経営幹部へのインタビュー（2012 年 4 月 4 日）。  
23 『The Daily NNA』2005 年 2 月 25 日。同誌はアジア在住の邦人向け日本語雑誌。  
24 『Asia X』2006 年 8 月 25 日。同誌はアジア在住の邦人向け日本語雑誌。  




社から AFTA の特恵関税を用いてマレーシアに製品を供給することを決定した。 
 









 扇風機事業の親事業部 27は松下精工である。同社は、1909 年に創業した川北
電気企業社からスタートした。1956 年、正式に松下グループに入り、1962 年、
松下精工と社名を変更し、1968 年には東京・大阪第 1 部市場に上場した。2002
年に上場を廃止し、松下の完全子会社となり、全社レベルの構造改革の後、2012
年現在、パナソニックエコシステムズ社となっている。  








                                                   
26 元松下精工 (株 )取締役国際本部長へのインタビュー（2012 年 4 月 22 日）。  
27 松下精工は松下の関係会社であったため、「親会社」と表記すべきであるが、ここ
で「親会社」と表記すれば、松下電器産業・本社と混乱する可能性がある。よって、
本研究では、松下精工は MELCOM の扇風機工場の「親事業部」と表記する。  
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3.3.1. 東南アジア 4 ヶ国での構造改革  
  
AFTA の進展にあわせ、1990 年代の中ごろから、東南アジア 4 ヶ国のミニ松下
で展開していた扇風機事業の水平分業をいかに改革するのかが急務になってきた。
その中での選択肢としては、①1 ヶ国ないし 2 ヶ国で集中的に生産をして他の国
に供給する、すなわち生産しない拠点は閉鎖する、②効率よく 4 ヶ国を全て生き
残らせる、③1 拠点を中心拠点にして他の 3 拠点はそれに追随する形にする、と
いうような選択肢を考えた。  
 まず、他の 3 拠点を縮小・閉鎖し、1 拠点で集中生産するということも検討さ









ーム (ASEAN Industrial Corporation Scheme)を活用することを考えた。この












 そこで、4 ヶ国で展開している扇風機事業については、4 つのミニ松下で操業
する親事業部である松下精工は、1996 年 11 月に、AICO スキームに申請するこ
とを決定し、4 ヶ国政府に申請書を提出した。そのメリットは、AFTA が定める





この 4 ヶ国の経済の発展に寄与するという中味の申請書であった。  
 各国政府との交渉については、松下本社の担当者を一人決め、その担当者が 4
ヶ国の政府窓口と交渉し、承認を得ることを目指した 29。タイとインドネシアは
1997 年 4 月に承認がおりたものの、マレーシアの承認は 1998 年 1 月、フィリピ
ンに至っては 1999 年 3 月であった。なぜ、こんなに承認が遅れたのか。その遅
                                                   
28 AICO スキームの概要については箭内 (1998)、五味 (2000)を参照している。  










 よって、最終的には関係する 4 ヶ国から承認を得たものの、松下の 4 ヶ国のミ
ニ松下の扇風機事業が AICO スキームを活用することはなかった。なお、五味
(2000)によると、2000 年 10 月 24 日までに、AICO 申請は 63 件が承認されたが、
自動車メーカー以外の実効性は乏しいと言う。  
 
図  3 AICO による扇風機事業の ASEAN 域内生産分業の構図  
 
（出所） 五味 (2000), p. 139 
 
3.3.3. 東南アジアにおける中核拠点の設置  
 




MELCOM の扇風機工場を、全世界向けの輸出拠点にした。そして、他の 3 ヶ国
における各々のミニ松下はローカル・マーケットを担当することを決定した。松
下精工はその決定を各ミニ松下に伝え合意を得た。  
 松下精工が MELCOM の扇風機工場を選んだ理由は以下の 3 つである。  















産台数が 2 万台（占有率は 3％）に過ぎなかったものが 2000 年前後には 100
万台となったため、これがマレーシアの扇風機事業を質、量の側面で引っ張
り、他社に打ち勝つ競争力を持つことにつながった。  




                                                   











が生産する扇風機を 2 つのブランドで販売した。結果、2000 年初めには、







4. 現在の MELCOM の状況   
 














（出所）PMMA の発表資料から筆者作成  
 
 2004 年度に利益率が大きく落ちているがそれは、前述の洗濯機・冷蔵庫事業の











                                                   







表 1 MELCOM 関係略史  
年月  主要な事項  
1962 年  マレーシアのラーマン首相（当時）が松下親会社を訪問し、マレ
ーシアの工業発展と近代化のために、松下からの工場進出を要請。 
1965 年  松下が 90％の出資（10％が民族資本）で MELCOM が設立。生産
品目は、乾電池、白黒テレビ、扇風機、後に冷蔵庫。  
1966 年  マレーシアの株式市場に上場。  
1973 年  マレーシア人の Tan Sri Haji Noah b. Omar が会長に就任。  
1975 年  扇風機がマレーシアの品質規格（SIM）に合格。翌年、乾電池が
合格。  
1983 年  新工場（バンギ工場）スタート。白物（冷蔵庫、洗濯機）が主力
製品。  
1987 年  ガスコンロ、換気扇、ホームシャワーを生産品目に追加  
1988 年  マレーシア TV（MTV）設立  
1991 年  アイロン生産が日本の JIS 規格に合格。  
1992 年  AFTA 構想スタート 
2001 年  テレビ工場閉鎖（MTV がマレーシア市場分を生産）。  
2002 年  AFTA 域内の関税率が０～５％に。 
2005 年  社名を Panasonic Manufacturing Malaysia Berhad(略称 PMMA)
に変更  
2005 年  バンギ工場（冷蔵庫、洗濯機を担当）を閉鎖。マレーシア市場について
は、タイから供給。 


































表 2  テレビ事業の進化（退化）  
時間軸  進化の内容（新しい役割）  決定主体者  
T(0) 1965 年  MELCOM 設立。テレビ工場スタート。  
ターゲットとする市場はマレーシア市場。  
本国親会社  





（ テ レ ビ 事 業
部）  




























































表 3 洗濯機・冷蔵庫事業の進化（退化）  
時間軸  進化の内容（新しい役割）  決定主体者  



















































3. MELCOM 扇風機事業の進化の分析  
 







表  4 扇風機事業の進化（退化）  
時間軸  進化の内容（新しい役割）  決定主体者  













1993 年  AFTA が進展（外部環境要因）   








3.1. MELCOM 扇風機事業進化の背景  
 
 MELCOM を含む東南アジアにおけるミニ松下の環境は大きな変化が起こりつ
つあった。その最大の変化とは AFTA の進展である。AFTA が進展する中で、





















































第５章 X 社チェコ子会社の進化  
 
本事例紹介は、後述する X 社チェコ子会社の初代の社長である A 氏へのインタ
ビュー（2015 年 4 月 18 日、5 月 3 日、6 月 2 日）を行い、また、A 氏を通じて




第１節 親会社の「自己完結」要請による子会社主導の進化  
 




含めて、4 ヶ国 5 拠点を持っている。  




























することになり、Y 社の OB である A 氏を、2006 年 4 月、雇用することに決定
した。  
A 氏は、技術者として Y 社に入社し、Y 社の中でも、部品・部材の海外営業を
長年経験し、海外での駐在経験もあるという経歴の持ち主であった。つまり、X
社の生産する商品知識を始め、X 社の経営方針を知っているわけではなかった。




X 社は、A 氏を現地子会社の社長に任命するとともに、A 氏とともに、現地子
会社の設立のために準備を開始した。A 氏は、X 社の本社で 2 ヶ月の研修を受け






専念するということになった。さらに、X 社は A 氏に対して現地での子会社経営
については出来うる限り自己完結することを求めた。  
 

















2. 生産開始  
 
































A 氏は、10 数人の候補者と面接をした後、最終的に B 氏に決定し工場長に任命









あり、面接をした後、約 20 人の従業員を採用した。B 氏は、日本からの応援者
ならびに A 氏と、ローカル社員との「橋渡し」的な役割を担っていくことになる。
彼は、まず、ものづくりの基本を日本からの応援者から学び、日本から持ち込ま










っただろう」と A 氏は振り返っている。  
 























A 氏が社長をしていた 3 年間で一度だけ納期が間に合わないケースがあったとい























因と対策を親会社の X 社およびチェコ子会社の両社に求めた。なお、A 氏が在任
中、何度かは品質問題を起こしたが、深刻な品質問題は発生しなかったという。  
これらの結果、A 氏がチェコ子会社の社長をしていた 2007 年から 3 年間の経
営成績は非常に優秀で、一度も赤字を計上することなく、親会社の投資回収も非
常に早い段階で行われた。さらに、Y 社および Y 社のチェコ子会社に納入するこ
とで、X 社のチェコ子会社の、納期対応力、品質維持、向上というケイパビリテ
ィは徹底的に鍛えられた。その背景には、元々A 氏は Y 社の社員であり、操業ス




X 社のチェコ子会社の成功の理由について、A 氏は、大きく 2 つあると考えて
いる。まず、A 氏が赴任している時は、Y 社のチェコ子会社という納入先が決ま






















と B 氏の間には強い信頼関係が結ばれた。  
それは B 氏のマネージャーとしての成長を促進することになった訳であるが、
A 氏の後任の 2 代目の日本人社長からは、「確かに B 氏は有能であるが、A 氏が
甘やかしすぎたのか、あるいは仕事を任せすぎたのか、どうも自分には扱いにく
い」という声も聞かれた。  
A 氏は X 社との契約が 3 年間であったため、帰国することになり、2 代目の社
長に引き継いだ。以上のような経営実績から X 社は A 氏を高く評価していた。そ





よって、A 氏が日本に帰国してからも、X 社との友好的な関係は続き、X 社が
新たな海外展開をする時には、A 氏に他の海外子会社の社長のポジションをオフ
ァーしている。しかし、個人的な理由から A 氏はそのオファーには応じなかった。  
 
この X 社のチェコ子会社の初期の 3 年間の流れをまとめると次のようになる。
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材（工場長）を得、A 氏は本国親会社と B 氏との間の「かけ橋」となり、納期対
応力と品質対応力といったケイパビリティを大きく進展させたのである。そして、





3. チェコ子会社の危機と経営の立て直し；新規開拓した Z 社への納入  
 
A 氏は、3 年間のチェコ滞在を終え、日本に帰国した。A 氏が帰国する直前か
ら、「Y 社のチェコ子会社だけが顧客だけでは不安である。Y 社は、過去から、撤
退を含む構造改革は迅速かつ大胆に行うことが多い。経営を安定させるには是非
とも新規の顧客開拓をするべきである」と X 社に提案していた。何故なら、A 氏









である Y 社の方針が大きく変わったのである。Y 社はチェコ子会社で 2 つのカテ
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ゴリーの品目を生産していた。そのうちの 1 カテゴリーの生産を Y 社は打ち切り、
もう 1 カテゴリーも大きな生産調整に入ることを決めたのである。そして、打ち
切られたその 1 種類に使われる商品が X 社のチェコ子会社の最大の売上高となっ
ていたのである。なお、この Y 社および Y 社のチェコ子会社の方針の変更は、彼
らから直接 X 社およびチェコ子会社に伝えられたものではなく、新聞報道による
ものであった。  
その時点で、X 社のチェコ子会社の Y 社のチェコ子会社への販売割合は、ほぼ
100％であり、その 1 カテゴリーの生産の打ち切りによりチェコ子会社は経営的
に大きな影響を受けることになってしまった。Y 社のチェコ子会社の 1 カテゴリ
ーのみへの納入となり、その数量も大幅に減少してしまったのである。その結果、












そのような状況のもと、日本から派遣された営業担当 GM の C 氏は、現在のチ





















かった。営業担当 GM の C 氏は、あらゆる可能性を探って行った。結果として成



































さらに、同社は国際標準化機構  (ISO) の品質マネジメントシステムに関する規
格 ISO9001、環境マネジメントシステムに関する規格 ISO14001 を 2012 年に取
得するまでにいたった。  
 
今や、Z 社のチェコ子会社への納入は、X 社のチェコ子会社の販売の 70～80％
を占めるという大きな柱になっている。この Z 社のチェコ子会社への納入が成功




なお、X 社と X 社のチェコ子会社との間には、Y 社および Y 社のチェコ子会社
の方針転換、そして、Z 社のチェコ子会社への納入という一連の流れについては、








4. X 社のグローバル経営体制  
 







表 1 X 社のチェコ展開に関する X 社および X 社子会社略史  
年月  主要な事項  
2005 年  Y 社購買方針を変更。  
2006 年 4 月  X 社、Y 社 OB の A 氏を雇用。A 氏は 2 ヶ月の研修を受ける  
2006 年 6 月  A 氏、チェコでの準備期間（工場の場所の選定、ローカル人
材の採用、など）  
2007 年 4 月  X 社のチェコ子会社操業開始、Y 社チェコ子会社に納入開始。 
Y 社のチェコ子会社への納入は順調（親会社の期待以上）。  
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2009 年 3 月  A 氏、日本へ帰国。2 代目社長就任。  
X 社の営業担当 GM の C 氏がチェコ子会社赴任。  
2012 年  Y 社の経営方針が大きく変わる。Y 社のチェコ子会社では 2
つのカテゴリーの生産をしていたが、1 つのカテゴリーの生
産中止を発表。  
2013 年  X 社のチェコ子会社、赤字を計上。  
X 社の営業担当 GM の C 氏がチェコで顧客を探し、Z 社のチ
ェコ子会社に納入を徐々に開始する。  















 本研究で取り上げた X 社は、約 100 年の歴史を持つ中小企業である。X 社にと
って最大顧客である Y 社は、購買方針を変更したために、X 社はチェコに子会社
を設立することになったが、それは X 社にとって初めての海外進出であった。そ




 まずは X 社のチェコ子会社の進化の内容を整理し、その事実を本研究のフレー
ムワークから分析する。  
 
表 2 X 社のチェコ子会社の進化  
時間軸  進化の内容（新しい役割）  決定主体者  
T(0) 2007 年  X 社はチェコに子会社の設立しオペレーショ





2012 年  Y 社および Y 社チェコ子会社は経営方針を大
きく変更し、そのために、X 社のチェコ子会
社は赤字に転落  













 まず、子会社設立の経緯を考える。親会社の X 社にとって Y 社は最大顧客の一
つであり、2005 年までは Y 社のチェコ子会社向けの商品も本国親会社の Y 社に







 そして、設立された子会社には、顧客である Y 社のチェコ子会社に対しては、










 X 社のチェコ子会社の進化は、Y 社の経営方針が変更され、Y 社チェコ子会社
への納入が激減し赤字に転落した 2012 年からスタートする。X 社のチェコ子会
社は、赤字から脱却するために新規顧客を開拓することにした。その際に非常に
役だったのか、Y 社および Y 社チェコ子会社によって鍛えられた納期対応力と高
い品質力というケイパビリティであった。そのケイパビリティを背景に、X 社の








える。さらに、Z 社のチェコ子会社への売上が好調であり、従業員も A 氏が社長
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をしていた時に比べて 2 倍弱に増えた。  








































第６章 マンダムインドネシアの進化  
 
第１節 経営理念を基礎にした子会社進化  
 
 本研究では、日本に親会社を持つマンダムの最大の海外子会社であるマンダム







れた著作物などの公開データ、同社の元幹部 A 氏へのインタビュー（2013 年 1
月 12 日）とその前後の電子メールのやりとり、また、同社のインドネシア社員 B
氏へのインタビュー（2014 年 9 月 10 日）とその前後の電子メールのやりとりで
ある。  
 
1. マンダム本社の概要とその海外展開 1  
  





1927 年 12 月、マンダムは女性向け香水会社の金鶴香水として設立された。創
業当時から「美と健康を通じ快適な生活にお役立ちする」という理念のもと事業
                                                   







































要因が重なり、日増しに経営状況は悪化した。直販を始めた 2 年後の 1980 年度
には営業利益、経常利益ともにマイナスとなり、借入金は資本金の 20 倍となっ
ていた。営業を担当する従業員は指名解雇も行ったという 2。  
倒産の危機に立ったマンダムは経営陣を一新した。そして、約 2 年の時間を費



















                                                   
















1.2. 現在のマンダムの経営状況  
 
現在のマンダムの経営概況について、2012 年 9 月の『国際商業』では次のよう
に記されている。グループ会社は国内 2 社、海外 11 社で構成されている。2011
年度売上高は 598 億円で、その内訳は国内が 65％、海外が 35％である。事業内
















比べ、当社はその中でも男性に特化した会社である」と称している 3。  
 




















                                                   
3 大阪税関行政懇談会（2010）。  
4 同上。  





























                                                   
6 日本貿易振興機構（2010）。  
7 マンダムホームページ「トップメッセージ」2014 年 9 月 13 日アクセス。  
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2. マンダムインドネシアの成長 9 
 
 マンダムインドネシアは 1969 年に設立された。それ以降大きな経営危機が 2






 まず、上場した 1993 年度から 2013 年度までの経営成績を見てみよう 12。  
 
                                                   
8 『国際商業』（2012 年 9 月）。  
9 本項の資料的出所は、社史、マンダムインドネシア発表資料（アニュアルレポート、
Company Profile 2012 など）からである。それ以外の出所については都度明記する。  
10 社史にはその危機の内容については記述されていない。  
11 親会社のマンダムの会計年度は 4 月～翌年 3 月であるに対し、マンダムインドネ
シアのそれは、1 月～12 月である。  










 上場した 1993 年度の売上高が 75 百万ルピアであるが、2013 年度の売上高は
2,028 百万ルピアとなり、その規模は 27 倍となった。2007 年度には同社が目標








2.1. 1969 年：設立  
  
                                                   
13 『国際商業』 (2012 年 10 月 )。  




















































































 なお、社史によれば、最初の生産品目は、丹頂チックと丹頂ポマードの 2 品目
だけで、従業員はわずか 75 名であった。  
  
なお、設立から 3 年後の 1972 年から容器製造を開始している。その理由につ




                                                   
14 現在の社名は Mandom Philippines Corporation である。  
15 設立時の社名は PT 丹頂インドネシア Tbk である。前述したように 2001 年 1 月に
現社名に変更した。  
16 大阪税関行政懇談会（2010）。  
17 日本貿易振興機構（2010）。  



















2.2. 1987～1990 年：ジャカルタ証券取引市場の上場まで  
  




 1987 年には、女性用化粧品をスタートさせた。同社の女性化粧品第 1 弾とも言




                                                   





























                                                   
20 日本貿易振興機構（2010）。  




2.3. 1993 年～2001 年：ジャカルタ証券市場上場からアジア金融危機まで  
  
1991 年、同社は設立 20 周年を迎えた。ポマードとチックだけでスタートした














約 20％をドバイが占めるようになっていた。  





などのテレビ CM の効果もあり、1999 年 2 月には月間売上記録を更新（前年同
                                                   
22 日本貿易振興機構 (2010)、日経ビジネスオンライン (2012)、および A 氏へのイン
タビュー（2013 年 1 月 12 日）からの情報をまとめ記述。  
23 インドネシア社員 B 氏へのインタビュー（2014 年 9 月 10 日）。  
24  A 氏へのインタビュー（2013 年 1 月 12 日）。  
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場団地に用地を取得した。そして 2001 年 3 月にはチビトン工場が竣工した。同
工場は 2 階建てになっているプラスチック成形専用工場で、月間約 3,500 万個、
年間約 4 億 2,000 万個の化粧品容器とキャップの供給が計画された。  
 
 そして、2001 年 1 月、同社はグループ CI の統一によって現社名（PT マンダ
ムインドネシア Tbk）に変更となった。  
 












合わせる」と述べ、それを実行した 26。  
                                                   
25 日経ビジネスオンライン (2012), 第 7 回。  































































                                                   
27 大阪税関行政懇談会（2009 年）。  



























                                                                                                                                                     
29 大阪税関行政懇談会（2009 年）。  
30 A 氏へのインタビュー（2013 年 1 月 12 日）。  
31 日経ビジネスオンライン (2012), 第 9 回。  
32 同上、第 5 回。  








2.5. 現在のマンダムインドネシア  
 
前述したように 2013 年度の売上高は 1993 年の上場時の売上高の 27 倍の 2,028
















                                                   
34 マンダムインドネシア発表資料。  
35 マンダム (2011)『アニュアルレビュー2011』。  
36『国際商業』（2012 年 9 月）。  
37 B 氏によれば、同社が進出した当時、男性用化粧品についてはコンペティターが
存在しなかったという。  
38 マンダム (2011)『アニュアルレビュー2011』。  
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国に展開している 39。  
それらの生産を支えるインドネシアのスンター工場はマンダムの・グループの
中で最大工場となっており、多品種少量生産が可能であり、アジアにおける各国



















間 3000 万個を生産し、その規模は世界でも有数の規模となっている 43。また、
男性化粧品については、男性化粧品という概念さえない時代から、男性に合わせ
                                                   
39 マンダムインドネシア発表資料。  
40 マンダム (2013)『アニュアルレビュー2013』。  
41 同上。  
42 マンダム (2011)『アニュアルレビュー2011』。  





シェアの獲得につながり、男性化粧品メーカーNO.1 の地位を確立した 44。  
2012 年度のマンダムインドネシアの売上構成のうち海外への輸出が 27.6％と
なっている。輸出先は、ASEAN諸国のマンダム海外グループ会社への商品供給と、
ドバイ向けである。ドバイへの輸出は 1991 年から始まり、全輸出のうち 1996 年
は約 20％であったものが 2012 年には約 40％を占めるまで成長した 45。  
生産面では、インドネシアのスンター工場はマンダムの・グループの中で最大
工場となっており、多品種少量生産が可能であり、容器を製造するチビトン工場
とともにアジアにおける各国の商品展開を支える供給を行っている 46。  
社員数については、1969 年の設立時は 75 名であったものが、2012 年 3 月末
時点で、4,427 名（派遣・契約社員を含む）となった。経営層への登用も積極的
に推進されており、同時点で 13 名の取締役のうち、副社長を含む 7 名の現地社








研究開発機能を強化することを考えている 48。  
 
 
                                                   
44 マンダム (2011)『アニュアルレビュー2011』。  
45 マンダムインドネシア発表資料。  
46 マンダム (2013)『アニュアルレビュー2013』。  
47 マンダム (2012)『考働レポート 2012』。  
48 マンダム (2013)『アニュアルレビュー2013』。  
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表  1 マンダムインドネシアの略史  
年  主要項目  
1969 年  設立。社長は、西村彦次。従業員は 75 名。敷地面積は 1 万 500
㎡、建築面積は 2,000 ㎡。  
1971 年  スンター工場で製造を開始（2 品目の丹頂ブランド）。  
1972 年  容器製造を開始。  
1975 年  マンダム男性化粧品を発売。  
1979 年  西村育雄が社長に就任。  
1980 年  ギャツビー、スポルディング発売。  
1987 年 11 月  女性化粧品第 1 弾「ピクシー  モイスチャー  リップスティック」
を発売。  





1990 年 3 月  3 月 ピクシーUV ケア商品が発売、トータルコスメティックブ
ランドに。  
5 月 朝桐紀元が社長に就任。  
12 月 丹頂チックなどを東南アジア、日本に輸出。  
1991 年  設立 20 周年。従業員は 1,269 人。生産品目は 5 ブランド 219
アイテム。敷地面積は 3 万 6,000 ㎡に。  
インドネシアの大蔵大臣から高額法人税納税者として表彰。  
UAE のドバイに商品を輸出を開始。  
1993 年 9 月  ジャカルタ証券市場に上場。日系の化粧品・トイレタリーメー
カーでは初めて。  
（1997 年 7 月） （アジア通貨危機）  
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1999 年  2 月  アジア通貨危機からの復調の兆し。  
月間売上記録を更新（前年同月比 223％）。  
2001 年  1 月 現社名（PT マンダムインドネシア Tbk）に変更。  
3 月 チビトン工場が竣工（プラスチック成形専用工場）。  
5 月 山下充洋が社長に就任。  
2007 年  3 月 チビトン第二工場オープニングセレモニー。  
12 月 売上高 1 兆ルピアを記録。  
2008 年  4 月 北村達芳が社長に就任。  
2011 年  ヘアクリームなど 11 のカテゴリーでシェアが No.1。  
















も上場した 1993 年度に比べ 2013 年度の売上高 27 倍となった。特に、本研究で






表  2 マンダムインドネシアの進化  
時間軸  進化の内容（新しい役割）  決定主体者  
T(0) 1969 年  マンダムインドネシア設立  親会社  
T(1) 1972 年  業界では稀な容器の製造を開始（後、大きな
収益源に）  
親会社＋子会社  
T(2) 1987 年  女性用化粧品の生産・販売を開始  親会社  
T(3) 1991 年  ドバイへの輸出を開始  親会社  































































































第７章 富士ゼロックスの進化  
 
































から 1992 年までを対象とする。  
 
 
1. 富士ゼロックスの設立について 4 
 






目した 5。ゼロックス社は、このゼログラフィー技術を利用して 914 という複写
機を完成し、1960 年から発売していた。この 914 は、何からでも何枚でもコピ
ーがとれ、1 分間で 7 枚というスピードでコピーがとれた、かつ、普通紙にコピ
ーがとれたという意味でアメリカのオフィスを変革するに画期的な商品という評
価であった。フォーチュン誌は、「アメリカで作られた最も大きな成功を収めた製








                                                   
4 本研究の資料の主たる出所は、日本経営史研究所・富士ゼロックス (1994)『富士ゼ
ロックスの歴史』であり、以下、同書を社史 (1994)と略し表示する。  
5 吉原 (1992), p.32。  




















結論づけている。この件に関して、2 人の研究者の意見を紹介する。“Xerox and 
Fuji Xerox”の著者であるゴメス・カサーズ (Gomes-Casseres)は、筆者の電子メー
ルのインタビュー（2012 年 8 月 11 日）に答え、「当時の日本の経済状況から考
えても、ゼロックス社やランク・ゼロックス社は日本をそこまで重要視していな
かった。だから常勤取締役を派遣することを考えなかった」ということであった。
また、吉原 (1992)は、「1958 年当時のゼロックスは 914 の販売直後であり、売上

































                                                   
7 Gomes-Casseres (1992), p.5. 





























                                                   
9 社史 (1994), pp.100～104。  
10 同社は富士写真光機の全額出資会社である。  
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 生産を開始した初年度の 1962 年は 9 月スタートということもあってわずか 79
台であったが、1963 年度は 819 台、1964 年度は 1,596 台と大幅に生産量は飛躍
的に増加した。そのことによって生産コストも年を追うごとに下がっていった。
元々、914 のランク・ゼロックスからの仕入価格は 220 万円（FOB ロンドン 1750
ポンド）とされていたが、上記のような努力の結果、富士ゼロックスの仕入価格
は、1964 年度上期は 74 万円 8000 円であったが、下期には 69 万円となり、1967
年度には 60 万円を切った。  
 岩槻工場では、914 の後継機種である 720、813、330、660 というゼロックス
社が開発した新製品を国産化していった。欧米における発売と日本におけるタイ
ムラグは、第 1 号機の 914 などと比べると大幅に縮小しており、それは岩槻光機









                                                   
11 社史 (1994), p.108。  
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スが仕入れた。この小田原工場は、当面 914 の約 1000 台に各種の消耗品を供給
できる規模とし、将来は 2000 台分までの設備増強が可能なだけの建屋面積を備
















こったのである 13。上記に記したように 914 の生産規模はまず 1000 台分の供給
をすることを考えたものであったが、914 の販売は予想をはるかに上回った。生
産開始が 1963 年 4 月からであったが、同年末には新規投資が決定した。さらに、
914 の後継機種の 813 を始めとする新製品の発売もあり、富士フイルムの小田原
                                                   
12 社史 (1994), pp.105～107。  
















2.3. 富士ゼロックス初期の英・米親会社の対応  
 
 このように順調な立ち上がりをみせた日本側の生産であるが、前述のコピー用





















継機種の 813 の時には、図面にその要求が反映されたことに驚いたという。  
  
 







2200 と 3500 の開発について以下のように記述する。  
 
3.1. 2200 の開発と生産  
 
富士ゼロックスが自主開発能力を持つきっかけになったのは、同社が 2200 と
いう機種を開発したことがきっかけである。2200 は、純国産の第 1 号機であると
ともに富士ゼロックスの小型機の開発、生産の原点となっていくうえでも重要な
意味を持っていた 15。この 2200 の成功により、富士ゼロックスは小型機を自主
開発して輸出するようになるが、そうなると同社のゼロックス・グループの中で
の地位と役割が高くなり、やがて日本が小型機の供給基地となっていった 16。こ
                                                   
15 社史 (1994), p.176。  

























 このような背景のもと、富士ゼロックスは 2200 の開発に乗り出す。庄野は、
1968 年 3 月に、新製品の開発計画につながる小型複写機の試作を行うことを決定
した。しかし、ランク・ゼロックス社は「日常的な意思決定は富士ゼロックスに
まかせるにしても、重要な決定についてはまず我々に相談してほしい」 18と提案
                                                   
17 社史 (1994), p.99。  


















である」と考えたからであった 23。  





 同機は、日本市場では、1973 年 1 月から発売され、「It’s small, but it’s a Xerox」
というスローガンで日本市場に登場し、すぐにヒット商品になった。  
 1971 年 2 月、2200 の後継機種の 2202 の検討を始めることが決定され、1977
                                                   
19 社史 (1994), p.124。  
20 Jacobson and Hilkirk(1986), 邦訳、p.171。  
21 同上、p.117。  
22 同上、p.124。  
23 吉原 (1992), p.73。  
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年 1 月に発売された 24。ランク・ゼロックス社は 2202 についての関心は高く、





ター、NIH(Not Invented Here)症候群があったと分析している 26。  
 結局、ゼロックス社は、その後、2200（2202）に相当する新製品器開発を失敗
し、7 年後に、富士ゼロックスが開発した 2300 を輸入することを決定する。それ
はアメリカ市場で大成功をおさめ、通常の船便のほかに 700 トンの機器が空輸で
輸送された 27。最初は、ゼロックス社は完成品の輸入から始めたが、のちには富













                                                   
24 開発提案と発売時期とのギャップは、72 年にスタートし 74 年に開発中止となっ
た他機種の存在があったからである。  
25 社史 (1994), p.177。  
26 吉原 (1992), p.122。  
27 Jacobson and Hilkirk(1986), 邦訳、p.182。  









た 29。そして、1968 年 4 月、キヤノンNPシステムの原理発表を行ったが、それ
は世界を驚嘆させた産業界の一大事件であった 30。なぜなら、ゼロックス社のゼ
ログラフィー技術は絶対的優位に立つものと業界内で認識されていたからである。



















30 丸島 (2002), p.10。  





 このころの富士ゼロックスの日本市場のシェアは以下の通りである。  
 
表  1 富士ゼロックスの市場シェア推移  
 1973 年  1974 年  1975 年  
新規設置台数のシェア  52% 47% 7% 
既存分を含めた台数市場シェア  71% 64% 49% 






 一方、1975 年 3 月に、リコーとキヤノンは高性能の新機種シリーズを市場投入
した。現状の富士ゼロックスの製品で対抗したとすれば、市場占有率は 77 年ま
でに 22％、79 年までに 13.1％に低下することが予測された 32。当時の状況は、
「つぶれるかもしれん」 33と思う社員もでてきたほどの苦境に陥った時代であっ
た。  
そこで、1975 年 10 月に富士ゼロックスは新製品を独自に開発する方針を決定





                                                   
32 社史 (1994), p.178。  
33 吉原 (1992), p.88。  
34 同上、p.87。  
191 
 











ン」というキャッチコピーとともに、東京地区で 1978 年 5 月から発売し、順次
全国に販売を拡大していった。  
 











                                                   
35 Gomes-Casseres(1992), p.8. 
36 ただし、コピー・スピードの目標は当初の 1 時間 3600 枚が 1 時間 2400 枚に下方
修正された。  



























                                                   
38 Kearns and Nadler(1993), 邦訳、p.110。  
39 吉原 (1992), p.121。  
40 社史 (1994), p.226。  
41 Kearns and Nadler(1993), 邦訳、p.90。  
42 同上、p.95。  











ち込んでいた。借入金なしに成長することもかなわなくなっていた 45。  
 
3.4. 英・米親会社への完成品輸出  
 
1980 年代には、小型機や中型機が、英・米親会社に相次いで輸出されることに
なった。1979 年 3 月からは、富士ゼロックスが完全自主開発した大型図面用複写
機の 2080 を、ゼロックス社とランク・ゼロックス社の両社に輸出した。2080 以
降、大型図面用複写機の開発・生産は、富士ゼロックスが一手に引き受けること
になり、全世界のゼロックス・グループに供給することになった。大型図面用複
写機の輸出は 1980 年代には一段と拡大することになる 46。  








                                                   
44 Kearns and Nadler(1993), 邦訳、p.113。  
45 同上、p.134。  
46 社史 (1994), p.208。  
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図  1 富士ゼロックスからゼロックス社への供給  
 
















 上記で、ゼロックス社が開発した 914 をいかにジャパナイゼーションしたのか、
初めて富士ゼロックスが独自開発した 2200、そして、ジャパナイゼーションを終
息させ自主開発をするきっかけを作った 3500 について述べてきた。  
                                                   






























                                                   






小林節太郎は、製・販統合を了解し、1971 年 4 月、竹松工場と岩槻工場は富士ゼ
ロックスに統合された。  
その岩槻工場の生産高は、1976 年度を 100 とすれば、77 年度は 128、78 年度
は 139、79 年度は 136 と増大していった。そして、岩槻工場の生産が限度に達し
ようとしていることから、1969 年 6 月の常務会で新工場の建設が決定し、海老名
工場の建設が決定した。1972 年 2 月には第 1 期工事が完了し、生産がスタート
した。1974 年には第 2 工場棟が完成した。また、1980 年には技術棟が増築され、
同工場は、富士ゼロックスの主力工場になった。  
 














                                                   
49 社史 (1994), p.119。  
50 同上、p.32。  









クスは、1972 年から本格的に TQC 活動を開始し、全社で展開することになり、
それは、「ニュー・ゼロックス（NX）運動」と名付けられた。  
ニュー・ゼロックス運動については 3 つの段階があり、それが 1980 年のデミ
ング賞に結び付くことになった。第 1 段階（1976 年 5 月～77 年 10 月）は TQC
の導入期であり、TQC 運動の基礎を固めるための活動を行った。全社的には TQC
の考え方は浸透したものの、まだ学習の域を超えず、社内業務と一体化した活動
には至らなかった。第 2 段階（1976 年 5 月～77 年 10 月）は習熟期である。TQC
の考え方が着実に実務の上で活用され成果を生み出してきた。その結果、1978
年 5 月の 3500 の完成に結び付く。それはコスト・性能面で画期的なものであっ
た。この 3500 の成功は、他の事業分野の新商品開発にも好影響をもたらした。
第 3 段階（1978 年 11 月～80 年）は、デミング賞にチャレンジすることを決意し
た時期である。確かに 3500 は成功したものの、その後の 4600 や 4800 という機
種の開発には社内に「イージー」な空気が生じてきた。その空気を打破するため
にデミング賞に挑戦することを決意させ、1980 年に受賞することに結び付いた。 




ことになった 53。1980 年 11 月に開催された会議で、富士ゼロックスの小林が同
社におけるTQCの導入とその成果を報告したことが契機となった。そして、1983
                                                   
52 社史 (1994), p.217。  







ダーシップ）という活動に結びついた 55。  
 
 







1966 年に 914 をフィリピンに輸出した。これが海外進出第一号である。1978
年には、合弁会社（富士ゼロックスの出資比率 40％）で現地生産を開始した。タ







6. 富士ゼロックスの経営の自主性と親会社とのコンフリクション  
 
914 の販売から始まり、富士ゼロックスが初めて独自開発した 2200、独立宣言
                                                   
54 Kearns and Nadler(1993), 邦訳、p.212。  
55 Jacobson and Hilkirk(1986), 邦訳、p.306。  












った 57。例えば、ランク・ゼロックス社は 2200 の後継機の 2202 を輸入した。
1979 年にゼロックス社は士ゼロックスが開発した 2300 をアメリカに輸入するこ
とによって成功を収めた。そして、ゼロックス社は、富士ゼロックスの製品を輸
入し始めてから、その品質の高さとコストの低さに驚愕した。1980 年代、ゼロッ
クス社は第 3 世代の複写機と呼ばれる 10 シリーズを発表する。10 シリーズは、
日本のライバルに対する逆襲の製品であり 58、顧客が使いやすい製品でありマー
ケットでは広く受け入れられた。この 10 シリーズのうち、2 機種は富士ゼロック
スの開発製品から生まれたものであった 59。  
一方、1989 年には、全世界のゼロックス・グループの販売高 36 億ドルに対し
てその 22％が富士ゼロックスとなっている。また、富士ゼロックスは、全世界の
ゼロックス・グループに対して、低・中レンジの複写機を供給している 60。  
これらの事実によって、富士ゼロックスの経営の自主性はより向上してきてい
る 61。  
 
このような富士ゼロックスを英・米の親会社、特にゼロックス社はどう見てい
                                                   
57 Jacobson and Hilkirk(1986), 邦訳、p.287。  
58 Kearns and Nadler(1993), 邦訳、p.232。  
59 Jacobson and Hilkirk(1986), 邦訳、p.289。  
60 Gomes-Casseres (1992), p.1. 













図  2  富士ゼロックス製品におけるゼロックス社の開発製品割合  
 






Xerox’s Leadership through Quality programをスタートさせた。これは富士ゼ
                                                   
62 Gomes-Casseres (1992), p.2. 









1988 年には 22％となっていた。  



















                                                   
64 吉原 (1992), p.177。  
65 Gomes-Casseres (1992), p.2. 
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図  3 富士ゼロックスの販売高、経常利益率の推移  
 










































表  2 富士ゼロックスの進化  
時間軸  進化の内容（新しい役割）  決定主体者  











T(2) 1973 年  子会社は親会社に極秘で自社設計品の 2200
を開発し、日本国内で発売した。1978 年に英
親会社は 2200 の後継機種を輸入。  
日 本 子 会 社
（英・米親会社
が認識）  
T(3) 1977 年  営業改革（売切制など）の導入  日 本 子 会 社
（英・米親会社
が認識）  
T(4) 1978 年  子会社は、英・米親会社の反対を押し切り、
3500 を開発した。米親会社は完成品の輸入は
しなかったが、その製造方法は学んだ。  
1979 年、ジャパナイゼーション終了。  
日 本 子 会 社
（英・米親会社
が認識）  
T(5) 1979 年  英・米親会社に対して、原材料や部品の共同
購買することによってコスト削減をすること
を提案し、富士ゼロックスから供給した。  













されたため、次善の策で、1962 年に、50 対 50 の出資比率で富士ゼロックスを設
立した。  























































































































1. 子会社の進化の背景  
 












































































































































るよう、4 ヶ国全てに人材育成の研修を行った。MELCOM の人材は 4 ヶ国の中
で最高の成績を収めた。そのことによって、品質、技術対応力も高まった。AFTA
が進展し、ASEAN 域内の関税が低減していく中で、親事業部である松下精工は、













































































































































表  1 各事例の比較  




親会社  キ ッ コ ー
マ ン （ ア
















親 会 社 の 経
営 判 断 が そ
の ま ま 子 会
社 と の 共 通
認識になる。 
親会社  ダ イ キ ン












踏 ん で 子 会 社 の
様々な機能を拡大
させていった。  
親 会 社 の 経
営 判 断 が そ
の ま ま 子 会











親 会 社 の 経
営 判 断 が そ




































































親 会 社 は 予























会 社 の 進 化
を認識した。 
子会社  マ ン ダ ム
イ ン ド ネ
シ ア （ 女
性 用 化 粧
品）  













親 会 社 は 予
め 子 会 社 に




会 社 の 進 化
を認識した。 


















子 会 社 の 進
化が、親会社
の 経 営 に 貢
献 す る も の
と 認 め ら れ
れば、親会社
は 子 会 社 の












1. 学術的インプリケーション  
 
 学術的インプリケーションは次の 2 点である。  
 
 第 1 は、子会社の進化を議論するには、常に動態的に、親会社と子会社を同時
に、さらに、親会社・子会社の相互作用の関係を分析する必要があるということ







が主導して自らが進化した場合の 2 種類あることが確認された。  
 








 以下その詳細を記す。  
 




























































































 そのような状況からどのような実務的示唆が、本研究の 6 つの事例から出され
るのかを検討したい。  
 























2. 親会社と子会社のコミュニケーション  
 












































3. 本研究の限界と課題  
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